
決　 算 　報 　告 　書

平成２８年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第９期事業年度

自　平成２８年４月　１日

至　平成２９年３月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,439,980,000 1,423,940,989 △ 16,039,011

　 自己収入 719,667,000 716,701,451 △ 2,965,549

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 659,985,000 658,592,060 △ 1,392,940 （注１）

　　 その他の収入 59,682,000 58,109,391 △ 1,572,609

　 受託研究等収入 91,080,000 111,915,784 20,835,784 （注２）

　 寄附金収入 8,605,000 16,058,450 7,453,450 （注３）

　 目的積立金取崩収入 59,755,000 49,592,251 △ 10,162,749 （注４）

計 2,319,087,000 2,318,208,925 △ 878,075

 支出

　 業務費 2,225,354,000 2,103,297,670 △ 122,056,330

　　 教育研究経費 785,618,000 717,333,302 △ 68,284,698 （注５）

　　 一般管理費 492,286,000 468,715,909 △ 23,570,091 （注６）

　　 人件費 947,450,000 917,248,459 △ 30,201,541 （注７）

　 受託研究等経費 79,733,000 100,714,082 20,981,082 （注８）

   施設整備費 14,000,000 14,000,000 0

計 2,319,087,000 2,218,011,752 △ 101,075,248

収 入 － 支 出 0 100,197,173 100,197,173

  （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

  　　 　　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて27,921,376円含まれています。 

   　　　　また，支出の差額の計のうち，合わせて23,371,376円を翌年度へ繰り越しました。

○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１）　受験者数の増等に伴い，入学料で 4,989,400 円，入学検定料で 4,969,200 円の増となったものの，

　　　 　　授業料について，授業料減免額の増等により 11,351,540 円の減となりました。 

　（注２）　共同研究収入で6,874,287円，受託等研究収入で7,733,497円の増，共同事業収入で

　 　　　　4,350,000円，受託事業収入で1,878,000円の増となりました。

          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 5,746,384円は含まれていません。

          　また，翌年度への繰越分が1,020,930円含まれています。

　（注３）　奨学寄附金分で5,058,450円の増，高度ＩＣＴコース運用経費分等で550,000円の増，

　　　　　　科学理解増進経費分で1,350,000円，振興基金分で495,000円の増となりました。
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          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 19,829,134円は含まれていません。

　 　　　　(奨学寄附金分 15,829,134円，高度ＩＣＴ人材育成分等 4,000,000円)

          　また，翌年度への繰越分が26,900,446円含まれています。

　　 　　　（奨学寄附金分22,350,446円,高度ICT人材育成分等4,550,000円）

　（注４）　一般研究費の減などにより，10,162,749円の減となりました。

　（注５）　科学技術理解増進事業経費が1,325,687円増となったものの，研究旅費及び研究費等が

          　54,306,694円減となったことなどから，全体で68,284,698円の減となりました。

            なお，前年度からの繰り越された一般研究費 15,829,134円が含まれています。

          　また，一般研究費で22,350,446円を翌年度へ繰り越しました。

　（注６）　情報システム関係経費が2,438,932円の増となりましたが，教員住宅費など管理運営費が

　　　　　　21,057,036円の減となったことなどから，全体で23,570,091円の減となりました。

　（注７）　常勤教員数の減等により，30,201,541円の減となりました。

　（注８）　主に（注２）に記載した理由により増となりました。
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